





























































　平成 8 年 7 月、中央教育審議会答申「21世紀を展望した






































































性欠如 1 名、心身の故障 2 名、不法侵入 1 名、免職 9 名は、
勤務実績不良 4 名、適格性欠如 1 名、行方不明 4 名となっ
ている。平成14年度については、降任 3 名は、適格性欠
如・勤務成績不良 1 名、酒気帯び運転による追突事故 1 名、
心身の故障 1 名、免職10名は、勤務成績・適格性欠如 3 名、
勤務実績不良 1 名、適格性欠如 1 名、病気による休職期間
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満了 1 名、私事欠勤 1 名、無断欠勤 3 名となっている。平
成15年度については、降任10名は、管理職としての適格性
欠如 8 名、心身の故障 2 名、免職19名は、適格性欠如 3 名、
無断欠勤・私事欠勤 2 名、無断欠勤・職務命令違反 1 名、
指導力不足 5 名、行方不明 5 名、体罰・暴力・職務命令違
反 1 名、心身の故障 2 名となっている。平成16年度につい
て、降任 4 名は、管理職の適格性欠如 4 名、免職25名は、
適格性欠如 9 名、勤務実績不良・適格性欠如 1 名、指導力
不足11名、心身の故障 4 名となっている。平成17年度につ
いては、降任 3 名は、管理職の適格性欠如 2 名、心身の故
障 1 名、免職17名は、適格性欠如10名、指導力不足 4 名、














































年 4 月 1 日までに実施済みは23都道府県・指定都市あり、
平成16年 4 月 1 日までに実施済みは、29都道府県・指定都




















年度 7 8 9 10 11 12 13 14
降任 0 3 6 2 4 8 4 3
免職 10 8 13 15 17 15 9 10
年度 15 16 17 18 19 20 21 22
降任 10 4 3 2 0 5 0 2


























































































































































年度 認　　定 研　　修 学校復帰 転　　任 依願免職
分限処分
免　職 休　職
12 65 52 18 0 22 0 0
13 149 119 38 0 38 0 7
14 289 223 94 0 56 3 15
15 481 298 97 3 88 5 9
16 566 400 127 1 99 11 11
17 506 362 116 2 103 6 8
18 450 335 101 7 104 4 13
19 371 268 87 2 85 5 16
20 306 204 78 6 40 3 5
21 260 195 73 2 42 3 6


















事件（最高裁判所第 3 小法廷、昭和54年 7 月31日判決）と、
二例は、教育公務員以外の職種の場合の同種の事件である
判例 3 ．免職処分取消請求事件（最高裁判所第 1 小法廷、
平成16年 3 月25日判決）を取り上げる。
1 ．行政処分取消請求事件（最高裁判所第 2 小法廷、昭和
48年 9 月14日判決、昭和43年（行ツ）第95号、判例秘








　一審広島地方裁判所民事第 2 部、昭和41年 7 月12日判決























































































































































































2 ．分限免職処分取消請求事件（最高裁判所第 3 小法廷、
昭和54年 7 月31日判決、昭和52年（行ツ）第55号、
ht t p : / /www . c o u r t s . g o . j p / s e a r c h / j h s p 0 0 1 0 ?

























号）からの判示を引用（本文 1 − 3 　 1 ．⑵の C、⑨、⑩、
E、⑭、⑮）している。
3 ．免職処分取消請求事件（最高裁判所第 1 小法廷、平成
16年 3 月25日判決、平成14年（行ヒ）第154号、判例秘































高裁判所第 2 小法廷、昭和48年 9 月14日判決、昭和43年
（行ツ）第95号）からの判示を引用しているが（本文 1 −
3 　 1 ．⑵の C、⑨、⑩、D、⑪、⑫、⑬）、適格性の有
無の判断における適格性の内容要素に関する差異や結果の
重大性の差異について（本文 1 − 3 ⑵の E）は一言も触れ
ていない。これは、判例 2 ．分限免職処分取消請求事件
（最高裁判所第 3 小法廷、昭和54年 7 月31日判決、昭和52
年（行ツ）第55号）においても触れられているもので、新
たな解釈なのか、あるいは、その対応措置から判断して行














































る高度の蓋然性が認められる場合（本文 1 − 3 　 1 ．⑵
C）」を立証可能とするシステムであることが求められる。
特に、分限免職処分ともなれば、このシステムが、さらに









































の意義（本文 1 − 3 　 1 ．⑵ A、①、②）、分限処分に係
る任命権者の裁量権（本文 1 − 3 　 1 ．⑵ B、④、⑤、
⑥）、「その職に必要な適格性を欠く場合」（本文 1 − 3 　
1 ．⑵ C、⑨、⑩）適格性の有無の判断（本文 1 − 3 　 1 ．
⑵ D、⑪、⑫、⑬）、分限免職処分と分限降任処分におけ
る任命権者の裁量権の範囲（本文 1 − 3 　 1 ．⑵ E、⑭、
⑮）が引用され、そして、県費負担教職員の転任について
以下のように述べている。
　地方教育行政法47条の 2 第 1 項は、都道府県の教育委員















































































内容要素の差異（本文 1 − 3 　 1 ．⑵⑭、）や、結果の重
大性の差異（本文 1 − 3 　 1 ．⑵⑮）を考慮しなかったた
め、裁量権の行使を誤った違法となる「考慮すべき事項を
考慮せず、考慮すべきでない事項を考慮して判断をする分















平成20年 2 月28日判決、（行ウ）第12号、D1-Law.com. 検
索、A 4 全36頁印刷、以下引用は頁数のみ記載）
⑴　事案の概要
　原告 X は、平成16年 4 月 1 日、京都市立学校教員とし








































































事件、大阪高等裁判所、平成21年 6 月 4 日判決、平成20年















































































































































































































































































































平 成21年 6 月11日 判 決、 平 成18年（ 行 ウ ） 第478号、















































































































































































る要綱」平成15年 7 月 9 日
京都府教育員会「指導力に課題を有する教員への対応に関
する規則」平成20年 3 月18日　京都府教育委員会規則
第 3 号
京都府「職員に分限に関する手続き及び効果に関する条
例」昭和26年 9 月18日　京都府条例第32号
参考判例
行政処分取消請求事件（小学校長降任事件）　最高裁昭
48.9.14　第 2 小法廷判決、昭和43年（行ツ）第95号
行政処分取消請求控訴事件（小学校長降任事件）　広島高
裁昭43.6.4　第 3 部判決、昭和41年（行コ）第10号
分限免職処分取消請求事件（中学校免職事件）　最高裁昭
54.7.31　第 3 小法廷判決、昭和47年（行コ）第34号
免職処分取消請求事件（郵便局免職事件）　最高裁平
16.3.25　第 1 小法廷判決、平成14年（行ヒ）第154号
処分取消請求事件（中学校免職事件）　岡山地裁平21.1.27
判決、平成19年（行ウ）第13号
分限免職処分取消請求事件（小学校免職事件）　京都地裁
平20.2.28　第 3 民事部判決、平成17年（行ウ）第12号
分限免職処分取消請求控訴事件（小学校免職事件）　大阪
高裁平21.6.4　第10民事部判決、平成20年（行コ）第
62号
分限免職処分取消請求事件（中学校免職事件）　東京地裁
平21.6.11判決、平成18年（行ウ）第478号
人事管理システムと免職 137

